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近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発



〇国土交通省では、昭和36年より、水害（洪水、内水、高潮、津波、土石流、地すべり等）による被害額等（建物被
害額等の直接的な物的被害額等）を暦年単位でとりまとめている。

〇令和元年の水害被害額（暫定値）は、全国で約2兆1,500億円となり、平成16年の被害額（約2兆200億円）を上回
り、１年間の津波以外の水害被害額が統計開始以来最大となった。

〇津波以外の単一の水害による被害についても、令和元年東日本台風による被害額は約１兆8,600億円となり、
平成30年７月豪雨による被害額(約1兆2,150億円)を上回り、統計開始以来最大の被害額となった。

１年間の水害被害額（暫定値※）

◆令和元年東日本台風（被害額：約1兆8,600億円）
（令和元年10月11日～10月15日に生じた台風第19号による被害額）

〔 内 訳 〕
・一般資産等被害額 約1兆4,086億円
・公共土木施設被害額 約4,246億円
・公益事業等被害額 約272億円

◆全国 約2兆1,500億円
〔 内 訳 〕
・一般資産等被害額 約1兆5,939億円（構成比74.2％）
・公共土木施設被害額 約5,233億円（構成比24.4％）
・公益事業等被害額 約304億円（構成比 1.4％）

計 約2兆1,476億円

＜参考＞これまでの最大被害額
平成30年７月豪雨による被害額（約1兆2,150億円）

統計開始以来最大

＜参考＞これまでの最大被害額 平成16年の被害額（約2兆200億円）

◆都道府県別の水害被害額上位3県は、以下のとおりです。
① 福島県 （水害被害額：約6,716億円）
② 栃木県 （水害被害額：約2,547億円）
③ 宮城県 （水害被害額：約2,512億円）

統計開始以来最大

主要な水害による被害額（暫定値）

阿武隈川水系阿武隈川
（福島県須賀川市他）の氾濫状況

土砂災害の状況（宮城県丸森町）

信濃川水系千曲川
（長野県長野市他）の氾濫状況

しなの ちくま

まるもり

あぶくま

すか

※ 確報値は、令和元年の家屋の評価額の更新及び都道府県からの報告内容の更なる精査等を行ったうえで、令和２年度末頃に公表予定

2兆200億円

2兆1,500億円

１年間の水害被害額（名目額） 平成30年７月豪雨

台風第14号
（東海豪雨）

7月豪雨
台風第10号
（長崎大水害）

（単位：億円）

津波以外の単一の水害による水害被害額（名目額）
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令和元年の水害被害額が統計開始以来最大に



※1 出典 ： 福島県HP「令和元年台風第19号等による被害状況即報 （第87報）（令和2年3月6日13時00分現在）」
URL:http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/373810.pdf

※2 出典 ： 宮城県HP「令和元年東日本台風及び10月25日低気圧による災害に係る被害状況等について
URL: http:/www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/778121.pdf （令和2年2月28日 13時00分現在）」

※3 出典 ： 福島県HP「福島県災害対策本部員会議（第40回）（令和2年2月26日 18時00分現在）」
URL:http://www. pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/372522.pdf

※4 出典 ： 郡山市HP「令和2年度当初予算案の概要」
URL: https://www.city.koriyama.lg.jp/material/files/group/24/r20203_yosangaiyu.pdf

※5 令和元年東日本台風（台風第19号）後に再度災害防止のために阿武隈川において実施する河道掘削、遊水地、堤防
整備等に要する費用（令和10年度完成前提）。また、阿武隈川支川における、福島県・宮城県の堤防嵩上げ、堤防強
化等にかかる費用を含んでいる。

※6 阿武隈川沿川自治体からの聞き込みによるものであり、今後変更する場合もある。

一般被害額
約5,540億円

被災後に要した費用・被害額被災前に対策した場合の費用

整備費
約1,300億円※5

被災者・被災地支援
災害廃棄物の処理費等

約940億円※6

○ 事前の防災対策による効果としては、
①被害を大きく軽減でき、特に人命を守ることにつながることや、
②災害後の復旧や被災者の生活再建等に係る負担、社会経済活動への影響などを軽減できる

などがあることから、後手に回ることのないよう、着実に対策を進める必要がある

現状回復費
約540億円

（令和元年東日本台風（台風第19号）での阿武隈川の事例）福島県須賀川市

郡山中央工業団地

郡山駅

福島県郡山市

谷田川

約50m

郡山中央工業団地

決壊

決壊（県区間）

○ 阿武隈川水系阿武隈川等で堤防が決壊（福島県須賀川市）するなどに
より、約114平方㌔に及ぶ大規模な浸水が発生。

○ 沿川市町では関連死を含めて29名の死者。※1※2

1,356棟が全壊したうえ、大規模半壊・半壊が8,444棟に上った。※2※3

○ 浸水解消までに約６日間を要し、莫大な一般被害が生じた。

○ 郡山市内だけでも約600の企業が被災。被害額は約450億円に上った。
※4
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事前防災対策が後手に回ることによる社会経済等への損失 ［阿武隈川］



気候変動を踏まえた水災害のあり方について
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これまで

○治水計画を、過去の降雨実績に基づく計画」から
「気候変動による降雨量の増加などを考慮した計画」に見直し

洪水、内水氾濫、土砂災害、高潮・高波等を防御する計画は、
これまで、過去の降雨、潮位などに基づいて作成してきた。

しかし、
気候変動の影響による降雨量の増大、海面水位の上昇などを考慮すると
現在の計画の整備完了時点では、実質的な安全度が確保できないおそれ

気候変動による降雨量の増加※、潮位の上昇などを考慮したものに計画を見直し

今後は

※世界の平均気温の上昇を２度に抑えるシナリオ（パリ協定が目標としているもの）

5

気候変動を踏まえた計画へ見直し



○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流
域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて
一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復興
のための対策
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「流域治水」の施策のイメージ



被害対象を減少させるための対策
・より災害リスクの低い地域への居住の誘導
・水災害リスクの高いエリアにおける建築物構造
の工夫

被害の軽減・早期復旧・復興のための
対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・中高頻度の外力規模（例えば、1/10,1/30など）の浸水
想定、河川整備完了後などの場合の浸水ハ
ザード情報の提供

○ 気候変動による災害の激甚化・頻発化を踏まえ、河川管理者が主体となって行う河川整備等の事前防災対策
を加速化させることに加え、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、「流域治水」への転換を推進し、総合
的かつ多層的な対策を行う。

堤防整備等の氾濫をできるだけ防ぐた
めの対策

・堤防整備、河道掘削や引堤
・ダムや遊水地等の整備
・雨水幹線や地下貯留施設の整備
・利水ダム等の洪水調節機能の強化

加えて

まず、対策の加速化

流域治水：流域全体で行う総合的かつ多層的な水災害対策
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「流域治水」の基本的な考え方



大河川での対策中小河川（支川）の対策

①当面は、大河川（本川）の水位低下に大きく寄与する
利水ダムの事前放流や河道掘削、ダム建設等を推進

②支川での流域対策を推進し、流域対策を多くの支
川に拡大することで、大河川の水位低下にも寄与。

・水田貯留、ため池貯留、調節地などの流域対策を推進

・水害リスクが高い区域における土地利用規制や安全な地域への移転、
宅地の嵩上げ等を推進 ※特定都市河川浸水被害対策法も積極的に活用

・本川との合流点において、バックウォーター対策、排水機場の整備等
を推進

土手を整備し貯留容量を確保

平常時

洪水時

校庭貯留の例

ため池貯留の例
洪水時の放流状況

【事例：春日池（ため池：広島県）】

【事例：栄町小学校（札幌市）】

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

遊水地整備

堤防整備・強化

校庭貯留

貯留施設
の整備

水田貯留
ため池等の
治水利用

リスクが低い
地域への移転

リスクの高い地域

河道掘削

バックウォーター対策

排水機場の整備
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本川支川を俯瞰的に捉えた河川の規模の応じた流域治水の取組



全国１０９の１級水系のすべてにおいて、河川管理者、
都道府県、市町村等の関係者からなる「流域治水協議
会」を設立し、令和３年３月に各地域の特性を踏まえ
た「流域治水プロジェクト」を公表。

関係省庁との連携を強化し、流域全体で行う「流域治水」を推進

水害の激甚化等を踏まえ、関係16省庁による「流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議」を設置（令和2年10月28日）。
第2回（令和3年3月26日）では、流域治水の着実な推進に向け、各省庁の取組を集約した「流域治水推進行動計画（仮称）」につ
いて、令和3年6月を目途にとりまとめることとした。

議 長 国土交通省水管理・国土保全局河川計画課長
構成員 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官

金融庁監督局総務課監督調査室長
総務省大臣官房企画課長
消防庁国民保護・防災部防災課長
財務省理財局総務課長
文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部参事官
厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室長
農林水産省農村振興局整備部水資源課長
林野庁森林整備部治山課長
水産庁漁港漁場整備部防災漁村課長
経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域産業基盤整備課長
資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課電力供給室長
中小企業庁事業環境部経営安定対策室長
気象庁大気海洋部業務課長
環境省地球環境局総務課長

構成員

農林水産省との連携 林野庁との連携

【例】第３回 庄内川流域治水協議会(10月13日開催)

清須市長協議会 多治見市長

都道府県・市町村等の土木、
危機管理・防災、都市計画、
建築、農林水産の各部局へ、
「流域治水プロジェクトと
の連携」等について通知

関係機関との連携通知

○水田の活用（田んぼダム）
専用の堰板

連携イメージ
【治山】上流域の荒廃森林を整備し、流

木の発生源対策を実施
【砂防】下流域（保全対象直上）に砂防

堰堤などを整備し、土砂や流
木の流出による直接的な被害
を防止

治山事業による整備

治山事業と砂防事業の具体箇所や新た
な連携方策により、流木・土砂の流出
を抑制し、被害を軽減する。

水田、ため池、農業用ダム、排水施設等の農
地・農業水利施設の多面的機能を活かし、雨
水貯留機能を拡充し、氾濫を減らす。

貯留量ＵＰ

関係省庁実務者会議

治水は様々な利害関係があり、その調整は、ともに同じテーブ
ルについて検討していくところから始まり、関係省庁が様々な
政策の中で連携を進め、プロジェクトを行う各流域に落とし込
んでいくことが重要である。

水管理・国土保全局長

（各省の取組状況）

助言等を実施

課題等を共有 地域での取り組み状況「流域治水協議会」

○ため池の活用

9



蓬莱務小野市長

〇 あらゆる関係者と協働して治水対策に取り組むためには、河川対策・流域対策・ソフト対策からなる「流域治水」の
全体像を国民にご理解いただく必要があるため、「流域治水プロジェクト」として、全体像を分かりやすく提示していくこと
が必要。

〇 そのため、河川管理者に加え、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会する協議会を設立し、その場にて協議・
調整を進め、全国の一級水系で「流域治水プロジェクト」の策定・公表。

【例】加古川域治水協議会

協議会の様子（WEB開催）
ほうらい つとむ

〇全国１０９の１級水系の全てにおいて、流域治水協議会(１１８協議会)を設置。
〇様々な関係機関と連携を進めることにより、
各地域の特性を踏まえた実効性のある流域治水プロジェクトを策定・公表。（令和３年３月30日）

安田正義加東市長
やすだ まさよし

びわじま

10

流域治水協議会について

【例】揖保川流域治水協議会

福元昌三宍粟市長協議会の様子（WEB開催）
ふくもと しょうぞう

山本実たつの市長
やまもと みのる

構成員

県・市町 国機関

宍粟市長 神戸気象台長

太子町長 近畿中国森林管理局　兵庫森林管理署長

たつの市長 近畿農政局　農村振興部設計課長

姫路市長 森林研究・整備機構森林整備センター神戸水源林整備事務所長

県土整備総合治水課長 姫路河川国道事務所長

構成員

県・市町 国機関

稲美町長 神戸市長 丹波市長 神戸気象台長

小野市長 三田市長 丹波篠山市長 近畿中国森林管理局　兵庫森林管理署長

加古川市長 多可町長 西脇市長 近畿農政局　農村振興部設計課長

加西市長 三木市長 播磨町長 森林研究・整備機構森林整備センター神戸水源林整備事務所長

加東市長 高砂市長 県土整備部総合治水課長 姫路河川国道事務所長
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混交林の整備

■被害対象を減少させるための対策
・まちづくりと連携した水害リスクの低い地域への居住誘導

（立地適正化計画策定等）
・建物等の耐水機能の確保・維持（敷地嵩上げ、電気設備の高所配置等）

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・ハザードマップの高度化・普及の推進（水害リスク空白域の解消等）
・マイタイムライン、マイ避難カード・防災マップ等の作成・普及の推進
・地域と連携した防災訓練・防災訓練の実施

（要配慮者利用施設における避難確保計画の作成 等）
・携帯アプリを活用したプッシュ型配信
・市町への水位予測情報の発信
・水位計・監視カメラの整備・情報提供
・河川に隣接する道路構造物の流出防止対策
・兵庫県住宅再建共済制度(ﾌｪﾆｯｸｽ共済)の加入促進 等

河道掘削、橋梁改築

兵庫県

しそう

宍粟市

たつの市

堰改築堤防整備

護岸整備、河道掘削、

堰改築

河道掘削

堰改築

堤防整備

堤防整備

堰改築

河道掘削、護岸整備

堤防整備

河道掘削

堰改築

堤防整備
河道掘削

堤防整備、河道掘削、

護岸整備

前川

山
根
川

林
田
川

菅野川

引
原
川

揖
保
川

栗
栖
川

河道掘削

堤防整備

ダム

浸水範囲（昭和51年洪水

国管理区間における氾濫解析結果）

大臣管理区間

対象区域

凡 例

橋梁架替

堰改築

たいし

太子町

ひめじ

姫路市

林
田
川

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、堤防整備、護岸整備、堰改築、橋梁改築、引原ダム再生
・下水道（雨水幹線、排水ポンプ場）、排水機場の整備・運用
・森林の整備及び保全（災害に強い森づくり（県民緑税）等）
・ため池、田んぼダム、雨水貯留浸透施設等の整備
・利水ダム（3ダム）における事前放流等の体制構築・実施

（関係者：国、兵庫県、関西電力（株）など）
・砂防・治山対策の実施
・防潮堤の嵩上げ
・開発行為に伴う調整池の設置（条例による義務化） 等

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等に
より変更となる場合がある。

※兵庫県内では、総合治水条例（H24施行）に基づき、河
川・下水道対策、流域対策、減災対策の取組を推進中

森林整備等による保水力向上等を推進（宍粟市）

指定耐水施設等の

建物の耐水化促進

マイタイムライン、マイ避難

カード・防災マップの作成・普

及の促進

地域と連携した防災訓

練の実施(水防活動)

対象流域

兵庫県

揖保川

位置図

携帯災害避難カード作成・配布
「命のパスポート」（姫路市）

新庁舎建設に伴う電気設備の高所設置
（太子町）

地域と連携した

防災訓練の実施

（避難支援）

伐倒木の土留工

自主防災活動による畳堤設置
（たつの市）

防災訓練

電気設備

自主防災組織等と連携した個別支援計画策定及び避
難訓練の実施 （宍粟市）

草木ダム

安富ダム

引原ダム再生事業（兵庫県）

昭和51年洪水
（新宮町段之上地区）
床上浸水1,457戸
床下浸水1,577戸

（案）

森林の保全・整備
（流域内各地）

砂防・治山対策
（流域内各地）

防潮堤の嵩上げ

揖保川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～豊かな森に育まれた西播磨地域の暮らし、産業を守る治水対策の推進～

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、揖保川水系においては、流域の８割以上を占める森林の保

全・整備による雨水流出抑制や引原ダム再生による洪水調節機能の向上を図るとともに、被害軽減のための避難等の対策を含む事前防災対策を実施し、国管理

区間においては、戦後最大の被害をもたらした昭和51年洪水と同規模の洪水に対し、家屋浸水被害を防止し、流域における浸水被害の軽減を図る。

堰改築

引原ダム再生
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揖保川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～豊かな森に育まれた西播磨地域の暮らし、産業を守る治水対策の推進～

揖保川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町等が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】揖保川流域の資産・人口が集中する支川において家屋浸水被害を防止するために、堰改築、堤防整備、河道掘削等を主に実施。

あわせて、流域の雨水貯留浸透機能向上（森林の保全・整備等による保水力向上、既存農業施設の治水活用等）やL2ハザードマップの全世帯配布、
要配慮者利用施設における避難確保計画策定を完了させるなどの避難体制強化等を実施。

【中 長 期】揖保川本支川での家屋浸水被害の防止に向け、堤防整備、河道掘削、堰統合化に加え、引原ダム再生を主に実施。
あわせて、流域の雨水貯留浸透機能向上（森林の保全・整備等による保水力向上、既存農業施設の治水活用等）や、マイ・タイムライン、
マイ避難カードの作成等の更なる避難体制強化等を実施。

短期 中長期

資産・人口が集中する支川の市街地を守る

河道掘削、堰改築、堤防整備、ポンプ増設など

姫路河川国道事務所、

兵庫県、たつの市

本川の市街地等を守る

河道掘削、堰改築、堤防整備　など
姫路河川国道事務所

引原ダム再生 兵庫県

災害に強い森づくり、治山対策、ため池治水活用、

下水道（雨水幹線網）、,雨水貯留浸透施設の整備、

砂防堰堤等の整備　など

近畿農政局、兵庫森林管理署、森林

整備センター神戸水源林整備事務

所、兵庫県、たつの市、宍粟市、

太子町、姫路市

まちづくりと連携した水害リスクの低い地域への居住

誘導（立地適正化計画策定等）

宍粟市、たつの市

太子町、姫路市

建物等の耐水機能確保・維持

（敷地嵩上げ、電気設備の高所配置等）

姫路河川国道事務所、

兵庫県、宍粟市、たつの市、

太子町、姫路市

ハザードマップやマイ・タイムライン、マイ避難カード

等の策定・配布・普及の推進

姫路河川国道事務所、兵庫県、宍粟

市、たつの市、太子町、姫路市

防災訓練・防災教育・避難計画策定支援等の充実

姫路河川国道事務所

神戸地方気象台、兵庫県、

宍粟市、たつの市、太子町、

姫路市

被害対象を減少させる

ための対策

被害の軽減、早期復旧・

復興のための対策

工程

氾濫をできるだけ防ぐ・

減らすための対策

区分 対策 実施主体

馬路川排水機場ポンプ増設完成（国）
林田川堰改築、堤防整備完成（国）

山根川（林田川合流点～市道橋上流）完成（兵庫県）
栗栖川引堤、市道梅原橋等の完成（国）

觜崎・中比地地区堰改築完成（国）
野井堰・荒井頭首工統合化、三津井堰改築完成（国）
田井地区、閏賀地区、西安積地区堤防整備等完成（国）

堤防未整備箇所のまちづくりと連携した治水
対策の検討を実施（国）

馬路川耐水化完成（国）
庁舎耐水化完成（たつの市）

L2ハザードマップ全世帯配布（宍粟市・姫路市）
※全戸配布済（太子町、たつの市）

避難確保計画策定完了
（宍粟市、太子町、たつの市、姫路市）

引原ダム再生 完成（兵庫県）

気候変動を
踏まえた更なる
対策を推進

【事業費（ R2年度以降の残事業費）】

■河川対策
全体事業費 約５７２億円 ※1
対策内容 河道掘削、堰改築、堤防整備、ポンプ増設 等

■下水道対策
全体事業費 約３９６億円 ※2
対策内容 雨水幹線網の整備、雨水貯留浸透施設の整備 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載
※2：各市町における下水道事業計画の残事業費を記載

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
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○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、加古川水系においても、約6,000箇所以上あるため池の治水活用や
利水ダム等(11ダム)の活用により、洪水の流出抑制を図るとともに、被害軽減のための避難等の対策を含む事前防災対策にあらゆる関係者が連携して取り組み、国管理
区間においては、戦後最大規模洪水である平成16年台風23号洪水と同規模の洪水に対し、浸水被害を防止し、流域における浸水被害の軽減を図る。

加古川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～県下最大流域における伝統産業・文化、暮らしを守る治水対策を推進～

■被害対象を減少させるための対策
・AI等を活用した防災情報の構築（スマートシティの取組）
・まちづくりと連携した水害リスクの低い地域への居住誘導

（立地適正化計画策定等）
・建物等の耐水機能の確保・維持

（敷地嵩上げ、電気設備の高所配置等）

＜ため池の治水活用＞近畿農政局、
兵庫県、全11市3町

いなみのため池群（稲美町）

陸上自衛隊等と連携した災害対応訓練
（加東市）

※具体的な対策内容については、今後の調査
・検討等により変更となる場合がある。

※兵庫県内では、総合治水条例(H24施行)に
基づき、河川・下水道対策、流域対策、減
災対策の取組を推進中

呑吐ダム（農林水産省近畿農政局）

＜利水ダム治水活用＞近畿農政局、
兵庫県、小野市、加東市、丹波篠山市

新庁舎建設に伴う敷地の嵩上げ、電気設
備の高所配置等 （高砂市）

地域防災リーダーの会と連携した防災講
座の実施 （小野市）

AI等を活用した防災情報の構築
浸水把握システム構築 （加古川市）

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、堤防整備、護岸整備、堰改築、橋梁改築、
・下水道（雨水幹線、排水ポンプ場）の整備・運用
・ため池、田んぼダム、雨水貯留浸透施設等の整備
・利水ダム等（11ダム）における事前放流等の体制構築、実施

（関係者：国、兵庫県、小野市、加東市、丹波篠山市）
・森林の整備及び保全（災害に強い森づくり(県民緑税)等）
・砂防堰堤・治山ダムの整備
・防潮堤等の嵩上げ
・開発行為に伴う調整池の設置（条例による義務化） 等

約２ｍ嵩上げ

電気設備の
高所配置

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・ハザードマップの高度化・普及の推進（水害リスク空白域の解消等）
・ﾏｲ・ﾀｲﾑﾗｲﾝﾗｲﾝ、ﾏｲ・避難カード、マイ防災ﾏｯﾌﾟ等の作成、普及の促進
・地域と連携した防災訓練・防災教育の実施

（要配慮者利用施設における避難確保計画の作成 等）
・携帯アプリ等を活用したプッシュ型配信
・市町への水位予測情報の発信
・水位計・監視カメラの整備・情報提供
・河川に隣接する道路構造物の流出防止対策
・兵庫県住宅再建共済制度(ﾌｪﾆｯｸｽ共済)の加入促進 等

床上浸水430戸
床下浸水1,222戸
平成16年10月台風23号（下滝野地区）

兵庫県

加古川杉原川

思出川

篠山川

東条川

加古川

野間川

油谷川

大谷川

万勝寺川
美嚢川

淡河川

千歳川

曇川

水田川

堤防整備

河道掘削

堰改築

堤防整備

橋梁改築
堰改築

護岸整備

堤防整備、河道掘削

護岸整備

河道掘削

橋梁改築

堰改築

堤防整備堤防整備

河道掘削

堤防整備

橋梁改築

河道掘削

護岸整備

河道掘削、護岸整備

橋梁改築、堰改築

橋梁改築、堰改築堤防整備

河道掘削

護岸整備

堤防整備、河道掘削

護岸整備、堰改築

河道掘削、護岸整備

河道掘削、護岸整備

河道掘削

別府川

たか

多可町

たんばささやま

丹波篠山市

にしわき

西脇市

かさい

加西市

おの

小野市
みき

三木市
こうべ

神戸市

いなみ

稲美町

たかさご

高砂市

たんば

丹波市

さんだ

三田市

かとう

加東市

万願寺川

堰改築
美嚢川

森林の整備及び保全

地域と連携した

防災訓練の実施

AI等を活用した防災情報の構築

（スマートシティの取組）

防災拠点整備

地域防災リーダー育成の取組実施

ため池、水田、校庭等の
雨水貯留浸透機能の確保

かこがわし

加古川市

指定耐水施設等の建物

の耐水化促進

はりまちょう

播磨町 地域と連携した防災訓練の実施

ため池、水田、校庭等の雨水

貯留浸透施設等の整備

まちづくりと連携した水害リ

スクの低い地域への居住誘導

地域と連携した

防災訓練の実施

みくまりダム

八幡谷ダム

鍔市ダム佐仲ダム

藤岡ダム

大川瀬ダム
鴨川ダム

呑吐ダム

権現ダム

森林の整備・保全
（流域内各地）

森林の整備及び保全

水位・監視カメラの整備

・情報提供

ため池、水田、校庭等の雨水

貯留浸透施設等の整備

地域防災リーダー育成の取組実施

砂防・治山対策
（流域内各地）

堰改築

防潮堤等の嵩上げ

糀屋ダム

兵庫県

加古川

位置図

対象区域

ため池、水田、

校庭等の雨水

貯留浸透施設

等の整備
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加古川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～県下最大流域における伝統産業・文化、暮らしを守る治水対策を推進～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

加古川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町等が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 本川中流部の大門地区・滝野地区（支川油谷川含む）、下流部支川別府川（上流工区）における早期の治水安全度向上を図るため、国、県において、堤防整備、

河道掘削、橋梁改築等を実施。あわせて、L2ハザードマップの全世帯配布や、要配慮者利用施設の避難確保計画策定を完了させるなどの取組を実施。
【中 期】 本川下流部の加古川市、高砂市や本川中流部西脇市の中心市街地等における治水安全度向上を図るため、国、県において河道掘削、堰改築等を実施。あわせ

て、自らの命は自らが守る意識の向上に向け、継続的にマイ・タイムラインの周知や防災訓練・防災教育等の取組を実施。
【長 期】 加古川本支川での浸水被害の防止に向けて、国、県において、堤防整備、河道掘削、堰改築等を実施。あわせて、自らの命は自らが守る意識の醸成に向けた避

難対策等の取組を実施するとともに、あらゆる関係者が連携し水害に強いまちづくりを推進。

短期 中期 長期

加古川下流、支川の市街地等を守る

河道掘削、堰改築、高潮対策など

姫路河川国道事務所

兵庫県

加古川中流、支川の市街地等を守る

河道掘削、堤防整備、橋梁架替など

姫路河川国道事務所

兵庫県

加古川上流、支川の市街地等を守る

河道掘削、堰改築、堤防整備など

姫路河川国道事務所

兵庫県

ため池・水田の治水活用、下水道（雨水幹線網）、雨水

貯留浸透施設の整備、災害に強い森づくり、利水ダム

等、砂防・治山対策など

近畿農政局、兵庫森林管理署、森林整備セン

ター神戸水源林整備事務所、兵庫県、稲美町、

小野市、加古川市、加西市、加東市、神戸市、三

田市、高砂市、多可町、丹波市、丹波篠山市、西

脇市、播磨町、三木市

まちづくりと連携した水害リスクの低い地域への居住誘

導（立地適正化計画策定等）

稲美町、小野市、加古川市、加西市、加東市、神

戸市、三田市、高砂市、多可町、丹波市、丹波篠

山市、西脇市、播磨町、三木市

建物等の耐水機能の確保・維持

（敷地嵩上げ、電気設備の高所配置等）

兵庫県、稲美町、小野市、加古川市、加西市、加

東市、神戸市、三田市、高砂市、多可町、丹波

市、丹波篠山市、西脇市、播磨町、三木市

ハザードマップやマイ・タイムライン、マイ避難カード等

の策定・配布・普及の推進

姫路河川国道事務所、兵庫県、稲美町、小野

市、加古川市、加西市、加東市、神戸市、三田

市、高砂市、多可町、丹波市、丹波篠山市、西脇

市、播磨町、三木市

防災訓練・防災教育・避難計画策定支援等の充実

姫路河川国道事務所、神戸地方気象台、兵庫

県、稲美町、小野市、加古川市、加西市、加東

市、神戸市、三田市、高砂市、多可町、丹波市、

丹波篠山市、西脇市、播磨町、三木市

被害対象を減少させるた

めの対策

被害の軽減、早期復旧・

復興のための対策

工程

氾濫をできるだけ防ぐ・

減らすための対策

区分 対策 実施主体

L2ハザードマップ全世帯配布(全11市3町)

避難確保計画策定 完了（全11市3町）

社・河合、滝野・多井田地区等の堰改
築、堤防整備 完成（国）

支川東条川 堤防整備 完成（国）

堤防未整備箇所のまちづくりと連携した治水
対策の検討を実施（国）

高砂・尾上・平荘地区の河道掘削・
堰改築 完成（国） 堤防整備（高潮堤）完成（国）

別府川（上流工区・河道掘削、橋梁
改築） 完成（県）

加古川(西脇工区・河道掘削)完成(県)
杉原川(西脇工区・井堰改築、護岸)完成(県)

加古川中流部緊急治水対策 完成(国・県)
加古川（大門地区）の堤防整備 完成(国)

気候変動を
踏まえた更なる
対策を推進

■河川対策
全体事業費 約１，０７０億円 ※1
対策内容 堤防整備、河道掘削、橋梁改築、堰改築 等

■下水道対策
全体事業費 約１２４億円 ※2
対策内容 雨水幹線網の整備、雨水貯留浸透施設の整備 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載
※2：各市町における下水道事業計画の残事業費を記載

【事業費（ R2年度以降の残事業費）】
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◆ 流域水害対策計画を活用する河川の拡大

－ 市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、自然的条件

により困難な河川を対象に追加（全国の河川に拡大）

◆ 流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

－ 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し、官民による雨水貯留浸透

対策の強化、浸水エリアの土地利用等を協議

－ 協議結果を流域水害対策計画に位置付け、確実に実施

降雨量の増大等に対応し、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、
企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組み「流域治水関連法案」を整備する必要

○近年、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水災害が激甚化・頻発化

○気候変動の影響により、21世紀末には、全国平均で降雨量１．１倍、洪水発生頻度２倍になるとの試算

背景・必要性

（20世紀末比）

法案の概要

【目標・効果】 気候変動による降雨量の増加に対応した流域治水の実現
(KPI) 〇浸水想定区域を設定する河川数：2,092河川（2020年度）⇒約17,000河川（2025年度）

流域治水のイメージ

１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策
【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

◆ 河川・下水道における対策の強化

－ 利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会（河川管理者、電力会社等の利水者等が

参画）の創設（※予算・税制）

－ 下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速

－ 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、河川等から市街地への

逆流等を確実に防止

◆ 流域における雨水貯留対策の強化

－ 貯留機能保全区域を創設し、沿川の保水・遊水機能を有する土地を確保

－ 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用

－ 認定制度、補助、税制特例により、自治体・民間の雨水貯留浸透施設の

整備を支援 （※予算関連・税制）

３．被害対象を減少させるための対策
【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】

◆ 水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫

－ 浸水被害防止区域を創設し、住宅や要配慮者施設等の安全性を事前確認（許可制）

－ 防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充等により、危険エリアからの移転

を促進

－ 災害時の避難先となる拠点の整備や地区単位の浸水対策により、市街地の

安全性を強化

４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
【水防法、土砂災害防止法、河川法】

－ 洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、リスク情報

空白域を解消

－ 要配慮者利用施設に係る避難計画・

訓練に対する市町村の助言・勧告に

よって、避難の実効性確保

－ 国土交通大臣による権限代行の対象

を拡大し、災害で堆積した土砂の撤去、

準用河川を追加

（※予算関連）

（※予算関連）

● 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律案
【公布：R3.5.10 / 施行：公布の日から３ヶ月又は６ヶ月以内で政令で定める日】 ＜予算関連法律案＞

◎ 堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）
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